
寄附金寄附金寄附金寄附金控除控除控除控除のののの対象対象対象対象がががが拡充拡充拡充拡充されましたされましたされましたされました！！！！        ～～～～条例条例条例条例によりによりによりにより指定指定指定指定したしたしたした寄附金寄附金寄附金寄附金～～～～   所得税の寄附金控除の対象となる寄附金のうち、寄附金を受領する団体からの申請に基づき，町長が町民の福祉の増進に寄与する寄附金として認める寄附金（以下「認定寄附金」といいます。）については、新たに個人町民税の寄附金控除の適用対象とされることとなりました。   寄附金控除寄附金控除寄附金控除寄附金控除のののの対象対象対象対象はははは？？？？     改正前  改正後 ①都道府県・市区町村 ②住所地の都道府県共同募金会 ③住所地の日本赤十字社支部 ＋ ①都道府県・市区町村 ②住所地の都道府県共同募金会 ③住所地の日本赤十字社支部  
所得税の寄附金控除の対象となる寄附金のうち、町長が町民の福祉の増進に寄与する寄附金として認める寄附金   ☆☆☆☆    条例条例条例条例でででで指定指定指定指定することができるすることができるすることができるすることができる所得税所得税所得税所得税のののの寄附金控除寄附金控除寄附金控除寄附金控除のののの対象対象対象対象となるとなるとなるとなる寄附金寄附金寄附金寄附金    １ 指定寄附金（所得税法第７８条第２項第２号に基づき財務大臣が指定した寄附金） ６ 学校法人に対する寄附金 ２ 独立行政法人に対する寄附金 ７ 社会福祉法人に対する寄附金 ３ 地方独立行政法人に対する寄附金 ８ 更生保護法人に対する寄附金 ４ 特殊法人等のうち所得税法に規定する特定公益増進法人に該当する法人に対する寄附金 ９ 認定特定公益信託の信託財産とするために支出した金銭 ５ 公益社団・財団法人に対する寄附金（所得税法に規定する特定公益増進法人で新たな公益法人制度に移行する前の法人も含む。） 10 認定ＮＰＯ法人、仮認定ＮＰＯ法人に対する寄附金（当該法人が行う特定非営利活動に係る事業に関連するものに限る。ただし，その寄附をした者に特別の利益が及ぶと認められるものを除く。） ※ 所得税で寄附金控除の対象となっている国・政党等に対する政治活動に関する寄附金は条例で指定することができません。  ☆☆☆☆    京丹波町京丹波町京丹波町京丹波町におけるにおけるにおけるにおける認定認定認定認定寄附金寄附金寄附金寄附金    寄附金を受領する団体等からの申請に基づき認定寄附金として指定された寄附金が新たに寄附金控除の対象となります。認定寄附金を指定する場合には、その旨を告示します。（町ホームページでもお知らせします）  ※ 申請の日の属する年の１月１日以降に支出された寄附金について翌年度分の町民税から控除されます。 

 



 寄附金控除寄附金控除寄附金控除寄附金控除のののの内容内容内容内容はははは？？？？     改正前  改正後 対象となる寄附金のうち、１０万円を超える部分 × 税率６％（府民税は４％） の軽減効果 
 対象となる寄附金（総所得金額等の３０％を限度）のうち， ２,０００円を超える部分 × 税率６％ 上記の額が寄附をした翌年の個人町民税額から控除されます。 （京都府からも指定された寄附金の場合は、同様に４％を乗じた額が寄附をした翌年の個人府民税から控除されます。）   寄附金控除寄附金控除寄附金控除寄附金控除のののの手続手続手続手続はははは？？？？     認定寄附金を支出した方で控除を受けようとする方は、以下の流れを参考にしてください。    寄附者             寄附先の法人等       （寄附金）  ○ 寄附しようとする団体に対する寄附金が住所地の都道府県・市区町村の条例で指定されていなければ、個人住民税の控除は受けられません。 ※ 住所地の都道府県共同募金会に対する寄附金、住所地の日本赤十字社支部に対する寄附金は、これまでどおり全国の都道府県・市区町村で寄附金控除の対象となります。 ○ 京丹波町においてどの寄附金が指定されているか等については、町ホームページなどでご確認ください。 ○ 寄附の方法については、あらかじめ、その団体に問い合わせるなどして、よくご確認ください。    寄附者               寄附先の法人等         （領収書など） ○ ①で寄附を行った際に、寄附先などからもらった領収書は、控除を受けるための申告に必要ですから、大切に保管しておいてください。     

①①①①    寄附先寄附先寄附先寄附先にににに選選選選んだんだんだんだ団体団体団体団体にににに対対対対しししし，，，，寄附寄附寄附寄附をををを行行行行うううう。。。。    

②②②②    寄附先寄附先寄附先寄附先からからからから領収書等領収書等領収書等領収書等をををを受受受受けけけけ取取取取るるるる。。。。    



  寄附者               税務署        （領収書など添付）  ○ 所得税の寄附金控除と住民税の寄附金税額控除の両方の適用を受けるためには、１月１日から１２月３１日までに行った寄附について、翌年３月１５日までに最寄りの税務署に所得税の確定申告を行っていただく必要があります。その際，寄附先などからもらった領収書などを申告書に添付する必要があります。 ○ 給与所得者又は年金所得者で、所得税の確定申告書を提出せず、個人住民税の寄附金控除だけを受けようとする場合には、本所又は支所に簡易な申告書による申告を行うことができます。この場合、所得税の控除は受けられませんので、ご注意ください。                                                                                 
    

③③③③    申告申告申告申告をををを行行行行うううう。。。。    


